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日本企業の国際化と社会インフラ事業

江 崎 康 弘

1．はじめに

1980年代には「日本は世界の工場である」と

称され，「ものづくり企業」は強い国際競争力を

持っていたが，その中でも電機産業は最も成功し

た事例であり，我が国の経済力は質量ともに世界

のトップラスに位置していた。

しかし，1990年代にバブル経済が弾けて以来，

競争力を失い始めた。とりわけ今世紀に入ってか

らは，電機産業の代表的な企業であるソニーやパ

ナソニックの収益が低下し，リストラや事業の見

直しを迫られ実施したが，それにもかかわらず業

績が好転することはなく，リーマンショックを契

機としてさらに大きな赤字に陥った。

このような厳しい現状の中で日本の大手電機メー

カー（以下，日本企業）は各社脱却の途を模索し

ているが，それは簡単ではない。その中で期待さ

れるのが海外への都市開発，鉄道，水資源，電力

等の社会インフラ事業の輸出である。社会インフ

ラ事業に可能性がある理由は，従来の電機産業は

デジタル化が進みモジュラー化し，容易に技術移

転が可能となったために技術の占有が困難になっ

たが，社会インフラ事業は占有が比較的可能であ

り，日本企業の持つ技術力がそのまま競争力にな

ると期待されるからである。しかし，社会インフ

ラ事業は，重電，部品，ソフトウェアに至るまで

の非常に広範囲な事業から構成される総合産業で

あり，全ての企業が参入可能となるわけではなく，

企業ごとにその取り組みは異なる。本稿の目的は，

企業別に社会インフラ事業の取り組みの現状や可

能性を検証し，その上で日本企業が社会インフラ

事業のグローバル市場で活路を見出すための課題

や施策を論じることである。

そのために第2節では日本の電機産業の事業の

現状について論じ，第3節でその弱体化の理由と

してのオープン・モジュラー化と技術秘匿の困難

について論じる。そして，第4節以下で日立，東

芝等の日本の社会インフラ事業を推進している企

業を海外企業と比較しつつ，その可能性やあるべ

き方向性について論じる。

2．日本の電機産業の事業の現状

日本企業の場合，「究極の技術」「匠の技」と称

される分野の技術の追求に傾注し，自分たちが考

え得る価値観の中で高品質（高価格であっても）

のものが「良いもの」と認識し，「良いものを作

れば，顧客に喜んで貰え売れる」はずとの前時代

的な発想で製品開発を進めてきた。アナログ時代

には，設計情報に基づきスキルのある熟練工が，

「経験と勘」を駆使しながら微調整し「�り合わ

せ」によって，ものづくりをしてきたため，企業

の価値と顧客が求める価値との間に大きな齟齬は

なかった。

しかし，1980年代後半から1990年代にかけて

「デジタル化」の流れが日本企業に押しかけてき

たのである（岩井 2008）。デジタル時代には，

「暗黙知」が「形式知」に変わり，可視化され，

製造調整が容易となった（平田 2010）。この結果

として，1990年代後半の「デジタル化」の急伸

と共に，日本企業の技術力の高さの象徴であった

DRAM,液晶パネル，DVDプレイヤーや太陽光

パネルが，次々と韓国や中国企業（以下，東アジ
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ア企業）に，その地位を奪われ，世界シェアを逸

失し，さらに，日本企業の新製品の上市からシェ

アが凋落していくまでの期間が，時を追うにした

がい短期化した。

このように優れた「ものづくり」ができたとし

ても，それが必ずしも企業価値に直結しないこと

が日本企業の実績から分かった。すなわち，もの

づくり以外の重要な価値創造の場があるとの認識

に到った。例えば，ガラパゴス化現象（1）の事例

として必ず引き合いに出される携帯電話は，日本

市場でしか通用しない「高価格，過剰品質」であ

り，真の価値を創造するには，「ものづくり」と

は別の価値創造が不可欠であることを示唆してい

る。日本企業は，ものづくりでは確かに世界をリー

ドしてきたが，顧客価値創造では長期低迷状態で

ある。ものづくりでは劣ると日本企業が想定した

海外電機企業の売上高営業利益率（ROS）が高

く，日本企業のROSが極めて低いことが分かる

（図表1）。デジタル家電を中心に急成長を遂げ，

日本企業を凌駕したサムスン電子が「日本企業は

作ったものを売り，サムスン電子は売れるものを

作る」と揶揄することが，この現象を裏付けてい

る。デジタル化の時代を迎え，単体のものづくり

は「�り合わせ」から「組み合わせ」の時代とな

り，かつて，日本企業が欧米企業をQCD（品質，

価格，納期）で凌駕したビジネスモデルを，東ア

ジア企業が短期間で踏襲し，日本企業を凌駕する

ことが可能となった。

この現状を克服し再び活力を取り戻すためには，

日本企業は，日本の品質基準により日本市場で受

け入れられた製品であればグローバル市場で通用

するという発想を変革する必要がある。海外企業

の発想，さらには，WTP（2）の考え方に基づき，

顧客価値を最大にすべく，顧客が望む機能・仕様

と受け入れられる価格，即ち「適正品質，適正価

格」の発想のもとに「機能的価値」ではなく「意

味的価値」の最大化を目指す必要がある。しかし，

目的に適った品質で，相応の価格で製品を提供す

るという「ものづくり」は，過去数十年にわたり，

「品質改善，機能向上」を金科玉条としてきた日

本企業には適さず，違うビジネスモデルの構築が

必要である。すなわち，商品の価値は機能的価値

と意味的価値を加えたものであるが，機能的な価

値は模倣性が高く，競合企業が直ぐに踏襲し，差

別化が困難となる。一方，暗黙知の要素が大きい

意味的価値の場合，容易く模倣され難く，差別化

が確立でき，そして継続的に優位性を保つことが

できる（延岡 2006,2011）。この競争優位性を追
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図表1 2011年度グローバル電機メーカー各社の売上高と営業利益率

日系各社
海外競合

（出所） 各社IR資料より筆者作成。
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及するビジネスモデルが社会インフラ事業である。

次節以下で論じる。

3．先行研究とその課題

オープン・モジュラー化した事業に代わる事業

としての社会インフラ事業の重要性を知るために，

本節では代表的ないくつかの先行研究を見ておく

こととする。

3．1 理論サーベイ

製品アーキテクチャを「擦り合わせ（インテグ

ラル）型」と「組み合わせ（モジュラー）型」に

分け，競争優位を分析して優れた研究成果をあげ

たのが藤本（2004）等であった。藤本によれば，

自動車に代表される多数の設計部品を相互調整し

て作り込みが必要な製品は，擦り合わせ型で組織

力が高い日本企業が得意であり，組み合わせ型は，

デルのパソコンに代表される標準部品を組み合わ

せれば比較的容易に製造でき，水平分業が進んだ

米国や東アジア企業が得意である。日本企業が世

界市場を牽引していた当時の液晶テレビや太陽光

パネル等では，「�り合わせ」的要素が競争優位

性の源泉であった。しかし，デジタル化の進展に

伴いこれらの製品の技術の占有や秘匿が困難とな

り，日本企業の競争優位性は凋落したのである。

競争優位性を確保し継続させるためには，業界

の競争要因からうまく身を守り，自社に有利な位

置を業界内に見出し，そこに自社を位置させるこ

とが成功の鍵といわれる（ポーター1980）。日本

企業は従来，「現場力」に立脚した「オペレーショ

ン効率」で事業運営を進めてきたため，「日本企

業には戦略がない，オペレーションの効率化は必

要条件であって十分条件ではないとし，経営手法

や最新の技術，投入資源の改善，顧客ニーズへの

優れた対応などは，競合他社にすぐさま模倣され

てしまう」とポーターは指摘している（ポーター・

竹内弘高訳 1999,p.120）。確かに，日本企業の

「オペレーション効率」主体の事業運営では，占

有や秘匿を念頭に入れた事業戦略を講じることが

できない。しかし，日本と米国では，国家として

の成り立ちが全く異なり，企業文化にも影響して

おり，日本企業が米国企業の経営改革手法の「形

だけ・表面だけの模倣」をし，ポジショニング戦

略を導入しても日本企業では決して上手くいかな

いことは先例が示している（3）。

一般に，製造業の市場競争力は，「オペレーショ

ン能力」と「ストラテジー能力」との均衡が取れ

ているかによって決定されることが多い。つまり，

現場の組織能力と本社の組織能力との間の不均衡

を解消することが重要である。デジタル化時代を

迎えて，米国企業は，強みを十分発揮し設計段階

より擦り合わせをなくす「オープン・アーキテク

チャ」の構築という「ストラテジー能力」を活か

して競争力を高めた。一方，日本企業が強みを発

揮する擦り合わせとは，「オペレーション能力」

を最大限活かしたものである。今後，日本企業の

目指すべき方向性は，現場の「ものづくり能力」

の強みを着実に維持し，従来弱かった本社の「戦

略構想能力」を強化し「オペレーション能力」と

「ストラテジー能力」を均衡させる必要があり，

強い工場と強い本社の併存が非常に重要になる。

「競争企業が限定され，参入障壁のため新規参入

が厳しく，クローズド・インテグラル型製品で，

新規需要が喚起可能となる事業分野に経営資源を

集中させる」ことこそが日本企業が今後目指すべ

き方向性であり，これこそが社会インフラ事業分

野である。

3．2 先行研究：新興国市場に向けた日本企業

の課題と戦略

日本企業が「オペレーション能力」を重視して

成長してきた理由を知るためには歴史を�って考

える必要がある。戦後，日本企業は国内市場を足

掛りにし，欧米市場に向けて輸出を展開した。当

初，日本企業が直面した問題は，製品品質の低さ

であった。このため，日本企業はコストを上げず

に品質の向上に努め，次第に欧米の上位市場に食

い込んでいった。日本企業の発展は，「カイゼ

ン」（4）の歴史であった。しかし，今日このような

アプローチが限界に達している。その背景には，

グローバル化と新興国の台頭がある。このことを
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論じているのが新宅（2009）である。新宅によれ

ば，新興国市場で日本企業が直面している課題は，

下位市場で対応しなければならないことである。

従来の日本企業の基本戦略であった「カイゼン」

は，東アジア企業が踏襲しており（5），日本企業と

しては「ものづくり」自体に固執する戦略から脱

却した新たな戦略の構築が迫られている。

以上のように，一方でデジタル化とオープン・

モジュラー化が進み，他方で新興諸国が台頭して

くる状況下において，日本企業が高い付加価値創

造を実現できるのは，企業の独自性や差別化と顧

客価値の両方が高い場合のみである。顧客価値が

高くても差別化ができなければ液晶テレビのよう

に過当競争に陥り，パナソニックやシャープの事

例の如く，企業の業績は著しく損なわれる。逆に，

差別化ができても，その部分に顧客が価値を見出

さなければ，結局，価格下落は避けられない。暗

黙知的要素を主因とした独自性や差別化を実現し，

競業企業に模倣されることなく，それを持続させ，

顧客価値を実現させるには，個別の製品ではなく

組織の持つ資源と能力に注力した経営が必要なの

である（延岡2008）。

日本企業の最新デジタル機器は，「ガラパゴス

化問題」の原点である。携帯電話の日本企業の世

界市場シェアは，2011年度は2％以下まで落ち込

んだ。デジタル化の流れの中で，製品がコモデティ

化し，日本企業が得意としてきたアナログ技術的

な暗黙知での製品の差別化が困難となったことが

大きな要因である。製品開発の局面では，自前技

術に固執せず，他者技術を活用するオープン・イ

ノベーション（6）の推進が求められる昨今，独自

技術に固執すれば事業の拡大が図れない。また，

イノベイティブな製品を継続して上市するには，

クロスライセンス契約（7）等の提携戦略も必要不

可欠となり，技術の占有や秘匿が益々困難になる。

さらに，海外企業が，日本企業を買収することが

非日常的ではないグローバリゼーションの現代で

は，技術力だけで継続的な差別化を維持すること

は困難である。

これは，市場での成否を決める競争優位性が変

化したことを意味する。サムスン電子は半導体や

液晶パネルでは生産設備，携帯電話では広告に莫

大な投資を行ってきた。ノキアは中国市場開拓に

数千人規模の販売人員を確保し，アップルはブラ

ンドや販売チャネルに対して多大な投資を行う等

を通して，日本企業に対して圧倒的な競争優位性

を築いたのである。これに対して，技術研究開発

ではないグローバルマーケティングへの投資の重

要性を認識することができなかったのが，日本企

業の実情である（8）。このように，製品単体で勝負

することが日本企業にとって困難な状況において，

「パッケージ型社会インフラ事業」の輸出や海外

展開こそが，日本企業の活路を見出す数少ない

「場」として注目されるようになったのである

（山田 2010,鈴木 2011,永井 2011,平石 2011,三

浦2011）。

4．社会インフラ事業の個別企業分析

4．1 日本企業が今後向かうべき社会インフラ

事業分野

社会インフラ事業は多岐に亘るが，日本企業が

蓄積してきた技術力が発揮でき，急成長を遂げて

いる東アジア企業の参入が現時点では実現してお

らず，新興国を中心に大きな需要が望まれる分野

として，第一にインフラ輸出産業（9），第二に環境・

エネルギー課題解決産業があるが，さらに都市化

が加速化するなかで，第一と第二を兼ね備え，エ

コ低炭素社会への移行の中で，第三の分野として

注目されているのがスマートシティビジネスであ

る。例えば，2012年3月期決算で，産業用機器

を中心とした社会インフラ分野に軸足を移した重

電3社（日立，東芝，三菱電機）の業績が好調で

あったのに対して，家電3社（パナソニック，ソ

ニー，シャープ）の業績は大幅な赤字となり明暗

を分けた。この決算に大きな影響を与えたのはテ

レビ事業であった。図表2は日本大手電機メーカー

8社，10年間の業績推移を示している。この図に

よれば，2008年のリーマンショックよって三菱

電機を除く7社の最終損益が大幅赤字となった後，

2012年3月期決算で重電3社がV字回復し最終

黒字化を達成し，日立に到っては過去最高益を更
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（出所） 各社IR資料より筆者作成。

図表2 日本大手電機メーカー8社，10年間の業績推移と各社の主要な出来事



新する一方，家電3社は最終赤字化を止めること

ができず，家電3社共に過去最大の最終赤字を計

上するに到ったのである。

重電3社は，過去に競争力がなかったデジタル

家電を中心とした弱電分野の事業である半導体，

パソコン，携帯電話，液晶パネル等を早々に整理

し，選択と集中（10）で社会・産業インフラ事業の

強化を進めてきた。「スマートシティ」等に代表

される次世代インフラは，各個別機能でも長年に

およぶ「�り合わせ技術」が其々必要な「エネル

ギー」「水」「交通」「通信」で構成される「ナショ

ナルインフラ」と「医療・ヘルスケア」「教育」

「行政」「金融」等で構成される「生活インフラ」

という2つのインフラ層を相互に連携しながら環

境負荷を低減し，生活者に快適さを，そして都市

運営者には効率を提供可能とするには，情報と制

御を融合させた高度なITによる「都市マネジメ

ントインフラ」が必要なのである。このように都

市の多様な課題に包括的に対応すべく全体最適化

を図っていくことこそがスマートシティ実現のコ

ア技術である。社会・産業インフラ事業と情報・

制御事業双方に対する長年蓄積されてきた技術，

経験そして見識の3つの均衡が取れてこそ初めて

可能となるコア技術である（図表3）。このよう

にスマートシティは，�り合わせ要素が強く，技

術の占有や秘匿が可能であり，重電3社は，この

事業分野に活路を見出すことが可能だからである。

この事業戦略は，東アジア企業の社会インフラ市

場への事業戦略が未だ不十分であることもあり前

節で述べた日本企業が目指すべき方向性と合致し

ている。

4．2 社会インフラ事業推進における日本企業

の課題

次世代インフラのコア事業であるスマートシティ

の主要分野は「電力」「水」「交通」「ICT」であ

り，この事業は，日本企業では重電3社が他の電

機メーカーと比して一日の長がある。特に，これ

ら全てのノウハウや技術を所持しているのが日立

である。たとえば，日立製作所の齊藤の見解（佐々

木2011）は，次のように日立の強みを述べてい

る。

1） 社会インフラシステムを何十年にわたって

運用し保守していくことが企業の使命である。

しかし，日立が単独で展開してきたことでは

なく，電力会社や鉄道会社と一緒になり，日
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（出所） 日立，東芝，NECのIR資料より引用，筆者一部編集。

図表3 スマートシティのイメージ



本企業の原点である「�り合わせ」を徹底的

にやり続けてきたのである。

2） 今後のグローバル展開においても，これま

での日立のお客様であるインフラの運営会社

が世界に目を向けてくれることが重要であり，

単独での世界展開は難しい。なぜなら，イン

フラは運用・保守まで，きちっとやってこそ

インフラが成立するがゆえに，電力会社や鉄

道会社をパートナーとして一緒にやっていっ

た方が良い。これによってインフラ事業の理

想型である日本の形を，そのまま海外に持っ

ていくことができる。

3） パートナー戦略を行わず，各社が単独・個

別にやっていたのでは海外への展開は，難し

い。その意味で鉄道や電力などの領域ごとに，

強力なリーダーシップを取る企業が現れるこ

とを是非期待したい。

齊藤氏の指摘事項は一理あることは否定できな

い。しかし，筆者には日本企業が，インフラ運営

会社である電力会社や鉄道会社に依存している感

が拭えきれず，海外企業に比し日本企業の脆弱性

が見える。携帯電話事業でガラパゴス化に陥った

先例を勘案すると，その危うさを感じる。なぜな

ら，インフラ案件の構想段階から企画～EPC（11）

～運営管理まで1社で一括提案できる企業が欧米

にはあるからである。例えば，水メジャーと呼ば

れるヴェオリア，スエズ（以上，仏），電力での

GE（米），SAG（独），ABB（瑞），鉄道でのボ

ンバルディア（加），アルストム（仏）である。

彼らは各インフラシステムをE2E（12）で対応でき

る企業である。スマートシティは「電力」「水」

「交通」「ICT」等のサブシステムのインフラが全

て，スマート化され連携している状態であり，

IBMがコアな事業戦略として「スマーター・プ

ラネット」戦略を通じ，世界中の社会インフラを

ITによって効率的・快適に変革することを標榜

している。

さらに，サムスン電子は中期経営計画として

「2020年にグループ年商4,000億ドル，世界トッ

プ10入りを目指す（2009年度は40位）」と掲げ

ている。現在のサムスン電子の収益源である

「AV/家電，通信機器，半導体」では中国企業の

追い上げが必至であり，今後注力すべき新事業分

野として「エネルギー，社会インフラ，環境およ

びヘルスケア」を掲げ，日本企業の最先端技術や

事業を侵食し，IBMに追い付き追い越すことを

明確にしている。

このように海外企業のスマートシティ事業戦略

は明確であり，このままでは日本企業が「半導体，

PC,携帯電話，LCD」等の負の歴史を繰り返す

懸念が強く，抜本的な対応策が急務である。社会

インフラ事業の主要市場は，アジアを中心とする

新興国であり，今後グローバルでの市場規模とし

てのインフラ投資額として，年間120兆円程度，

2030年ごろまでには累積額が4,000兆円近くに達

すると想定されている（13）。このうち，アジア市

場が全体の約半分を占めている。アジア諸国等の

新興国では都市への人口集中が進むことにより，

生活インフラ整備が必要となるとともに，産業振

興等により社会インフラの新規需要が拡大してい

る。この動向からすると，今後の社会インフラ市

場は新興国が牽引していくという構図が見て取れ

る（14）。インフラ市場の分野別市場金額規模は，

部品を1とすると，EPCが10,そしてO&M（15）

は20�30年の長期レンジでのストックビジネスで

あるので，100と推定されている（平石 2011）。

日本企業はインフラシステムを構成する市場規模

が小さい個々の部品では技術的優位性はあるが，

市場規模が大きいEPCからO&Mまでを含んだ

統合的な「システム」として受注している事例が

欧州企業に比べて極めて低く，日本企業は欧州企

業比 30�50年程度遅れていると指摘されている

（経産省 2010）。さらに，新興国では，先の携帯

電話の市場浸透と同様に，都市化の急速な進展に

則して一気呵成にインフラ事業の垂直立上げを行

う必要がある。この新興国インフラ市場のニーズ

に合わせ，欧州企業等の競合企業に打ち勝つため

には，FS（16）からマスタープラン作成，EPC及び

O&Mまでを含んだスキームを形成するビジネ

スモデルの構築が不可欠である。発注者の意図を

理解し，それに応じて，全体最適として発注者の

要求に応えられるようなチーム編成を，提携戦略
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を講じて対応しなければならないのである。「当

社の○○技術は世界一」と自慢しても始まらない

のである。

5．スマートシティ事業領域での個別

企業分析

スマートシティ事業には，世界中の多数の事業

者が参入を表明している。日本企業では重電3社

（日立，東芝，三菱電機），特に日立がスマートシ

ティの重要な要素のノウハウや技術力を持ち一日

の長があるが，グローバルに見るとコンサルティ

ングや全体ソリューション等でIBMが抜きんで

ている。この状況を踏まえ，スマートシティを含

め社会インフラ事業分野における大手電機メーカー

5社を中心に個別企業の比較検証を以下に論じる。

この3年間で各社総じて営業利益率を改善してい

るが，特に社会インフラ事業分野での営業利益率

のポイントや改善度が全社の業績に大きく貢献し

ている（図表4）。

各社の社会インフラ分野の全社におけるポジショ

ニングを比較検証すると，日立よりむしろ東芝，

三菱電機やITサービス分野での社会インフラ事

業ではあるが富士通が大きいことが分かる（図表

5）。特に，三菱電機は，この10年間で社会イン

フラ事業に傾注してきたのである（図表2）。

次に，重電3社とスマートシティのビジネスモ

デル構築で先行しているIBMとの比較検証を行

う（図表6）。

日立：環境（効率）と人のエクスペリエンスの

バランスを取る。全社の重点領域として

打ち出し，IBMとは対照的に全部自分

たちでやる姿勢。コアはプラントと水。

東芝：全インフラの統合的な管理・最適化制御

を実現した「スマートコミュニティ」コ

アは電力。それ以外は「拘り」なく連携・

協業姿勢。

三菱電機：自然エネルギーを含め，エネルギー

の最適な組み合わせによる安定供給を実

現する送配電網システムをコアとしたス

マートグリッドが事業の中心。日立に近

いスタンスで，全部三菱グループで実施

する姿勢。

IBM：スマートシティは ・SmarterPlanet・

というコーポレイトビジョンの一部。現

代社会の「無駄」を省くのが「スマート」。

コンセプトを提示して大プロジェクトを

指揮。政府関係者を巻き込んで制度を変

える。並行して世論を起こし，人の意識

を変える。プロジェクト実施時，自社は

統合システムインテグレーターを担当し，

其の他のシステムは他社に委ねる。

さらに，スマートシティ事業分野に参入を表明

しているグローバル企業各社のベンチマークを行
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（注） 円の大きさは各社単体の株式時価総額（2012年9月14日付）を表す。

（出所） 各社IR資料及び中期事業経営計画書等より筆者作成。

図表4 2009�2011年度 大手電機メーカー5社売上高・ROS（全社＆社会インフラ事業分野）



う（図表6）。

スマートシティ事業での日本企業や海外企業の

事業分野や事業戦略は各社各様であるが，その戦

略が�個々の分野別システムか統合システム指向

か，�ビジネスが短期的かあるいは長期的か，と

いう観点より分類したのが図表7である。新興国

インフラ市場のニーズに合わせ，日本企業が海外

企業を凌駕するは，FSからマスタープラン作成，

EPC及びO&Mまでを含んだスキームを形成す

るビジネスモデルの構築が不可欠であることを勘

案すると，IBMの戦略が非常に「あるべき姿」

に近く，図表7のとおり，日本企業では日立の戦

略がIBMに近いものである。

この日立の戦略の具体的な事例として，同社の

英国都市間高速鉄道計画（IEP,IntercityEx-

pressProgram）に関する契約締結がある（17）。筆

者は，本IEPプロジェクトをリードしてきた同

社の経営幹部A氏へのインタビューを行った（18）。

同氏によると，今後の鉄道ビジネスは，以下のよ

うに推進するとのことであった。

1） ハードサプライヤーからソリューションプ

ロバイダーへの脱却を図る。

2） 英国でのインサイダー化（SPCへの出資

や生産工場の設立）を通じて，E&M（19）と称

されるトータルシステムにファイナンスを加

えた新しいビジネスモデルに挑戦する。

3） 新興国での鉄道事業の展開では，E&Mに

土木を加えたフルターンキーや，運営をも加

えたConcession（20），BOT（21）方式やBOO方

式（22）が要求されることが多いが，ゼネコンや

デベロッパー等の新興国側事業者や，日本国

内の民鉄と連携を図りJBICやNEXIによる

ファイナンススキームを講じて対応して行く

予定である。将来，社会インフラ事業へさら
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（出所） 各社IR資料及び中期事業経営計画書等より筆者作成。

図表5 大手電機メーカー5社社会インフラ関連比率

�日立�

■2009�2011年度 大手電機メーカー5社 社会インフラ売上高比率

■2009�2011年度 大手電機メーカー5社 社会インフラ設備投資費比率

■2009�2011年度 大手電機メーカー5社 社会インフラ研究開発費比率

�日立�

�日立�

�東芝� �三菱電機� �NEC� �富士通�

�東芝� �三菱電機� �NEC� �富士通�

�東芝� �三菱電機� �NEC� �富士通�
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�2
01
2F
Y

3
年
間
） �

全
社
：
0.
5
兆
円

重
電
シ
ス
テ
ム
：
0.
1
兆
円

�R
&
D
（
20
10
�2
01
2F
Y

3
年
間
） �

全
社
：
0.
5
兆
円

ＩＢＭ

20
08
年
か
ら
「
ス
マ
ー
ト
・
プ
ラ
ネ
ッ

ト
」
と

言
う

ビ
ジ
ョ
ン
を

提
唱
し
て

お
り
，
そ
の

具
体

策
の

ひ
と
つ
と
し
て

「
ス
マ
ー
タ
ー
・
シ
テ
ィ
」
イ
ニ
シ
ア

テ
ィ

ブ
で
，

都
市
を
よ
り
よ
く
ス
マ
ー

ト
に
し
て
い
く

提
案
活

動
を
行

っ
て
い

る
。
「
行

政
サ
ー

ビ
ス
」
「
交
通
」
「
公

共
安
全
」
「
医
療
」
「

教
育
」
「
エ
ネ
ル

ギ
ー
と

ユ
ー
テ
ィ
リ
テ
ィ
」
「
水
資

源
管
理
」
の

7
つ
の
都
市
機
能
に
注
目
し
，

ス
マ
ー
ト
な

都
市

づ
く
り
を
支

援
す
る

『
戦
略
立
案
―
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
』

を
コ
ア
に
多
種
多
様
な
取
り
組
み
を
行
っ

て
い
る
。

1）
ア
ナ
リ
テ
ィ
ク
ス
を
活
用
し

た
ス
マ
ー
ト
な
都
市
運
営
の
実

現
を
支
援
，
市
民
サ
ー
ビ
ス
向

上
を
実

現
す
る
IB
M
In
te
ll
i-

g
en
t
O
p
er
a
ti
o
n
s
C
en
te
r

2）
太
陽
光
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
利
用

し
た
海
水
脱
塩
研
究
構
想

コ
ン
セ
プ
ト
を
提
示
し
て
大
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
を
指
揮
。

政
府
関
係
者
を
巻

き
込
ん
で
制
度
や
仕
組
み
を
変
え
る
，

市
民
運
動
を
起
こ
す
，
人
の
意
識
を

変
え
る
な
ど
，
コ
ン
セ
プ
ト
浸
透
に

注
力
。

事
業
実
施
時
，
実
際
の
シ
ス
テ
ム
は

他
社
に
ま
か
せ
，
自
社
は
サ
ー
バ
と

統
合
S
I
を
中
心
に
担
当
す
る
。

（
日
本
IB
M
）

・
未
来
価
値
創
造
事
業

・
ク
ラ
ウ
ド
＆
ス
マ
ー
タ
ー

プ
ラ
ネ
ッ
ト
事
業
推
進

・
ク
ラ

ウ
ド
コ
ン

ピ
ュ
ー

テ
ィ
ン
グ
と
ス
マ
ー
ト
シ

テ
ィ
事
業
の
統
合

→
B
ig
-

D
a
ta
へ
の
対

応
を

睨
ん

だ
基
盤
技
術
の
再
編
グ
ロ
ー

バ
ル
組
織
と
の
同
期
日

本
企
業
の
イ
ン
フ
ラ
パ
ッ

ケ
ー
ジ
輸
出
を
，
グ
ロ
ー

バ
ル
体
制
で
支
援
で
き
る

仕
組
み
づ
く
り

�国
内
�

・
秋
田
市
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
情
報
基
盤

・
東
大
と
機
能
強
化
し
た
オ
ン
デ
マ
ン
ド
交
通
シ

ス
テ
ム
を
共
同
開
発
，
運
用
開
始

�海
外
�

・
N
E
D
O
公
募
「
マ
レ
ー
シ
ア
に
お
け
る
グ
リ
ー

ン
タ
ウ
ン
シ
ッ
プ
構
想
実
現
の
た
め
の
基
礎
調

査
・
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
活
用
し
た
ス
マ
ー
ト

グ
リ
ッ
ド
の
実
現
を
目
指
す
欧
州
コ
ン
ソ
ー
シ

ア
ム
に
参
加

・
世
界

10
0
都
市
の
ス
マ
ー
ト
化
へ

5,
00
0
万

＄
の
支

援
，
IB
M
の

多
様
な
人

材
を
結
集
し
支

援
実
現
（
日
本
で
は
札
幌
市
温
暖
化
対
策
推
進

ビ
ジ
ョ
ン
が
対
象
）。

�事
業
目
標
�

米
国
IB
M
：
ス
マ
ー
ト
プ
ラ
ネ
ッ
ト

事
業

20
15
F
Y
：
＄
1 0
B

（
出
所
）
各
社
IR
資
料
に
基
づ
き
筆
者
作
成
。



に積極的に推進することになることであろう。

6．おわりに

まとめとインプリケーション

日本企業はコンポーネントでは優れた技術を持

ちながら，総合的な管理運営面での実績が少なく，

グローバル市場での社会インフラビジネスで欧州

企業他に先行されている。オープン・モジュラー

化が進んだデジタル家電での日本企業の競争力が

期待できない一方，社会インフラ事業部門では，

日本企業の競争力が期待できる。しかし，日本企

業が，欧州企業他に社会インフラビジネス市場で

立ち向かうためには多様な施策が必要である。そ

の中で最も重要なのが「オール・ジャパン：産官

学連携，LLP（23）（有限責任事業組合）からSPC

（特別目的会社）へまでスキーム構築」であり，

その具体的な施策として，筆者は次の3項目をあ

げる。

1） 今後成長が見込まれるO&Mの分野やエ

ンジニアリングまで包含したトータルなイン

フラビジネスの海外展開の実行のためのプラッ

トフォームを作る。そのために，計画・製造・

建設から管理・運営に至るまで，日本の産官

学の総力をあげノウハウを結集させ，海外市

場でサステナブルなインフラシステムの構築

を図る。

① 国際協力活動の展開支援：JICA活動

の技術的側面よりの支援

② ファイナンス面：政府開発援助（円借

款）や輸出金融・投資金融の積極的な活

用

2） 日本政府は水，宇宙，スマートシティ等の

国内事業で民営化を推進すべきである。民営

化の目的は「非効率な官営運営の是正」「海

外事業推進のPF化」がある一方，「採算性

の取れない事業の顕在化」「サステナブルな

ビジネスの破綻」というリスクがある。これ

を払拭すべく「官営と民営の中間，例えばア

ンカーテナンシー（需要保証）としての官需

で事業継続を図る」を行うべきである。

3） コンサルティング・ファームを育成すべき

である。ファイナンス面で円借款や輸出金融

にて，日本政府の支援があっても，アンタイ
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（注） 各社の中期事業経営計画書に基づき，方向性，事業ドメイン，それらの目標達成期間より作成した。

（出所） 各社IR資料に基づき筆者作成。

図表7 スマートシティ事業におけるグローバル企業のベンチマーク



ドの国際入札のプロセスを経なければならな

い。国際入札に勝てるシナリオ作りのため，

欧州企業は，発注国が事業のマスタープラン

を策定する段階より，コンサルタントとして

参画し入札条件に積極的に関与しているが，

この点が日本企業は弱い。海外のコンサルティ

ング・ファームとの連携・利活用することと

並行して国内のコンサルティング・ファーム

の育成が急務である。

成長著しいアジア等の新興国では，インフラ整

備が急務である。新興国市場では，日本を含め先

進諸国が長期間かけて完成させた社会インフラ事

業設備（上下水道，交通～鉄道，空港，高速道路

他，送発電・配電網）を一気呵成に垂直立上げす

ることが計画されている。しかし，この10年間

のアジア等の新興国市場での携帯電話通信網の垂

直立上げの先例を見ると，現地側が望む「適正な

水準～技術，品質，サービス，価格」で，現地側

政府・企業との契約に基づき，欧州企業等が主要

な整備や運営を行ってきたのに対して，残念なが

ら日本企業は，単体機器や一部のシステムにしか

関与できなかった。これは，国内における社会イ

ンフラ事業では，民間企業に事業権が与えられず，

また民間企業側も強いてそれを望まないスキーム

の中で長年培われてきた「護送船団方式の内需産

業」に慣れ親しみ，インフラ事業全体への事業リ

スクを取れない体質であったことが大きな要因で

あった。

当面需要がある社会インフラ事業に関して，携

帯電話通信網の先例と同様に，日本企業にとって

は欧州企業や東アジア企業との間で熾烈な競争が

予想され，実際，原子力発電所プロジェクトにて

日本政府と民間企業が官民一体で受注を目指して

きたアラブ首長国連邦案件で韓国勢に敗れ，ベト

ナムの原子力発電所建設計画の第1期工事（原発

2基）をロシア企業国営の原子力企業ロスアトム

に敗れた。ベトナムの第2期工事で官民一体の日

本グループが漸く受注できた。この事例から分か

ることは，新興国の顧客は「物売り」は要らない

のであり，海外企業が新しい都市の共同事業者に

なり，さらに新しい「雇用」を創出することを期

待しているのである。

何れにせよ当面需要がある社会インフラ事業に

て日本企業の劣勢は否めない。社会インフラ事業

を統合する形での新しい事業が「スマートシティ

構想」である。この新事業分野で日本企業が官民

一体の上，中長期的に事業にビジネスチャンスを

見出すべく，整備・保守や運営面での国内での実

用までの実績作り，そして都度チーミングを図る

コンソーシアム形式ではなく，LLP/SPC延いて

は政府系ファンドを入れた事業再編～新会社作り

が必要である。さらに，JBIC・JICAと民間金融

機関との協調融資の上，海外投融資を図り，新興

国側でのスマートシティをコアにした社会インフ

ラ事業のSPCを相手国政府・企業と協同にて設

立するスキーム作りが肝要である。この意味で，

前述した日立の英国IEP事業の受注は将に橋頭

堡であり，このビジネスモデルを，日立から日本

企業への水平展開を，官民一体となり加速するこ

とが急務である。

（1） 高度なニーズに基づいた製品・サービスの市場

が国内に存在する一方，海外では国内とは異なる

品質や機能要求水準が低い市場が存在する。日本

が国内市場よりの高い要求に基づいて独自の進化

を遂げている間に，海外では別の仕様が決まり市

場が拡大する。日本が海外の動きから大きく取り

残される可能性が高い現象を指す。

（2） WillingnessToPay,元来顧客が支払っても

良いと考える対価。

（3） 株主価値最大化を目的として，ROAやROIC

を高め，キャッシュフローを改善する方策として，

国内外の生産工場をEMS企業への売却がアウト

ソーシング，ERPやSCM等のバズワードのも

とで日本の電機産業において米国型ビジネスモデ

ルとして一世を風靡したが，EMSでは製品の差

別化が実現できなかった事例がある。

（4） おもに製造業の生産現場で行われている作業の

見直し活動のことを指す。作業効率の向上や安全

性の確保などに関して，経営陣から指示されるの

ではなく，現場の作業者が中心となって知恵を出

し合い，ボトムアップで問題解決をはかっていく

点に特徴がある。

（5） 日本市場では，ブランド製品や過剰品質の製品

経済科学論究 第10号

108

�注�



が売れるといわれ，これは日本市場が高品質・高

価格の製品が適正製品であるという世界に類を見

ない例外的な市場であることを指し，海外で高い

シェアを誇るサムスンの製品が日本市場では一向

に売れない理由のひとつに，この日本市場の特殊

性があると新宅は当時指摘していた。新宅が当該

論文を上梓したのは 2009年8月であったが，3

年後の2012年第2四半期の国内携帯電話出荷台

数ベンダー別シェアを見るとサムスンは 4位の

11.3％のシェアを占めている。 アップルの

iPhoneの対抗手段としてドコモがサムスンGal-

axyを採用したことが，その躍進の主因である。

日本市場という特殊な市場にサムスンが食い込ん

できた自体が，新宅が3年前に指摘した事を勘案

すると，サムスンの市場別の事業戦略の完成度を

窺わせるものである。

（6） 技術だけでなく他社が持つ技術やアイデアを組

み合わせて，革新的な商品やビジネスモデルを生

み出すことであり，外部の開発力を活用したり，

知的財産権を他社に使用させたりすることで革新

的なビジネスモデルなどを生み出し利益を得る考

え方を指す。

（7） 特許権の権利者どうしが互いに相手の特許権を

利用することができるように締結するライセンス

契約である。

（8） NRI『KnowledgeInsight』2011年1月第15

号「『日本型』技術・サービスの国際展開」より

引用。

（9） インフラ輸出産業とは，経産産業調査会の『産

業構造ビジョン2010』では水，原子力，鉄道，

宇宙の4分野を指す。

（10） 自社の得意分野を明確にし，そこに経営資源を

集中的に投下する戦略。

（11） プラント・エンジニアリングには，設計（En-

gineering）・調達（Procurement）・建設（Con-

struction）という3つのフェーズがある。この3

つの頭文字を取りEPC事業と呼ばれる。

（12） EndToEndの略，初めから終わりまでの全

てを指す。

（13） OECDの発表および日経BPクリーンテック研

究所の試算。

（14） UnitedNationsWorldPopulationProspect,

2010,IMFWorldEconomicOutlook,2010.

（15） Operation& Maintenance,運営・管理等中

心としたサービス事業。

（16） FeasibilityStudy（FS）は，新規事業などの

プロジェクトの，事業化の可能性を調査すること。

（17） これは日立が英国運輸省よりIEPにつき，同

社が出資する特別目的会社（SPC）の「アジレン

ト・トレインズ」を対して，約30年にわたり英

国主要幹線であるEastCoastMainLine他を走

行する車両リース事業の契約を行った。日立は，

アジレント・トレインズに対して，合計596両の

車両の製造と納入，さらに27年半に及ぶ保守事

業につき一括受注の運びとなった。事業規模は保

守事業他ストックビジネスを入れて総額1兆円に

及ぶと推定される。このプロジェクトは英国運輸

省が主導するPPPスキームで実施され，国際協

力銀行（JBIC）や日本貿易保険（NEXI）による

ファイナンススキームが講じられていることに加

え，IEPを含む今後の英国及び欧州市場での鉄道

システム事業強化に向け，欧州での鉄道車両の生

産拠点として，英国スコットランド地域に生産拠

点を新設することも計画しており，新たな雇用創

出に繋がるとして同地域他から期待されている。

（18） 2012年10月30日15：00�17：00に日立製作

所（秋葉原ダイビル）にて，同氏の外部講演セミ

ナーの際に配布された資料に基づき，事業戦略を

中心として質問事項を事前に送付の上，インタビュー

を実施した。なお，日立のIEPはインフラパッ

ケージ輸出案件の成功事例としてメディアにて多

数紹介されている。

（19） 車両を運行させるための基本システムとして，

輸送計画，車両，電力供給，信号，通信，設備管

理，検修管理などの各システム，機器から構成さ

れる。

（20） 免許や契約によって独占的な営業権を与えられ

たうえで行われる事業の方式を指す。地域や事業

内容で範囲を限る場合が多い。最近は，公共サー

ビス分野でも導入する法制の整備もあり注目され

ている。

（21） 民間事業者が自らの資金で対象施設を建設し完

成後すぐに公共に所有権を移転するが維持運営は

民間で行う形式。

（22） 民間事業者が自らの資金で対象施設を建設し維

持管理・運営を行い，所有権も維持する形式。

（23） LimitedLiabilityPartnership（LLP）は，

事業を目的とする組合契約を基礎に形成された企

業組織体である。すべてのパートナーについて，

その責任が限定されているのが特徴である。
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�Summary》

GlobalizationofJapaneseMajorElectronicsManufacturers

andSocialInfrastractureBusinesses

EZAKIYasuhiro

Inthe1980s,Japanwasdesignatedas・AfactoryoftheWorld・,andJapanesemanufacturing

companieshadthestrengthofglobalcompetitiveness.Inparticular,theelectronicsindustrywas

themostsuccessfulandthereforetheeconomicstrengthofJapanwasrankednumberonefor

bothqualityandquantity.

However,Japanhasbeguntoloseitscompetitivenesssincethecollapseofthebubbleecon-

omyinthe1990s.TypicalJapaneseelectronicscompaniesincludingSonyandPanasonichave

declinedintheirrevenues,andtheyhavebeenforcedtoreviewtheirbusinessesandimplement

downsizing.Unfortunately,theywereunabletoreversethetrend.

Indeed,bothSonyandPanasonicwentevenfurtherintodebtonandafterthecollapseof

LehmanBrothers.Becauseofsuchsituations,Japaneseelectronicscompaniesarecurrently

strugglingtogetridofsuchacriticalstatus,andcannotimproveit.Theexportofsocialinfra-

structurebusinessesincludingurbandevelopment,railway,waterresources,powerandsoonto

emergingcountriesishighlyexpected.Thereasonwhysuchsocialinfrastructurebusinesses

havepossibilitiestoimproveJapaneseeconomicisthatJapanesetechnicalcapabilitiesareex-

pectedtobecomemoreglobalcompetitive.Modulardigitizationhasproceededintheconven-

tionalelectronicsindustry including audio/video and consumerelectronicproductsand

thereforetechnologytransfercanbeeasilyimplemented.Consequently,Socialinfrastructure

businesseshavedifficultiesintechnologytransfer.Itiscomparativelyeasyforsocialinfrastruc-

turebusinessestooccupytheirtechnology.Socialinfrastructurebusinessesisatotalenterprise

consistingofaverybroadrangeofcompaniesfromheavyelectricmachinerytopartsandsoft-

ware.Allofthecompaniescannotenterintothissocialinfrastructureindustryeasily,andeach

companyhasitsownaccessand/orapproachtogetitscompetitiveness.

Theobjectiveofthispaperistoreviewthepolicyissuesandtoexaminethepossibilityofthe

currentsituationandtheeffortsofsocialinfrastructurebusinessesbycompaniesandalsotofind

thebestwayforJapanesecompaniestosucceedintheglobalmarketofsocialinfrastructure

businesses.

Keywords:Japanesemanufacturingcompanies,globalcompetitiveness,electronicsindustry,SonyandPana-

sonic,socialinfrastructurebusiness,urbandevelopment,railway,waterresources,power,emerg-

ingcountries,modulardigitization,technologytransfer,totalenterprise




